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6条(2)-別紙 17-1 

森林火災の評価では、原子炉施設から敷地境界までの距離が短く、かつ、障壁となる他施設を有

しない原子炉施設の東側の森林に対して、第 1図の赤矢印に示す延焼経路を設定し、保守的に、東

の風を想定した。防火帯は、当該延焼ルート及び熱的影響評価対象施設への影響を踏まえ、第 1図

の水色部に設置することを計画している（当該防火帯の幅は、風上に樹木があることを踏まえ、18m

以上とする。）。なお、原子炉施設の北側、南側及び西側については、外部火災防護対象施設への影

響も考慮し、第 1図の黄色部に防火帯を設置することを計画している（当該防火帯の幅は、防火帯

から風上 20m内の範囲に樹木がないエリアを確保することを踏まえ、7m以上とする。）。 

原子炉施設の東側の防火帯について、火炎輻射強度（約 515 kW/m2）に応じた危険距離（熱的影響

評価対象施設の壁温度が許容温度（200℃）を超える距離）は約 9mであり、原子炉施設と防火帯の

外縁（火炎側）までの距離（約 70m以上）は、当該危険距離を十分に上回る。なお、原子炉施設の

東側の防火帯には道路を整備する予定である。道路以外の防火帯については、モルタル塗布等の火

災延焼拡大防止措置を実施するが、森林火災の評価では、延焼経路を簡略化するため、防火帯の効

果の一部を無視している。 

第 1図 森林火災に係る熱的影響評価で想定した延焼（火災伝搬）経路 

と防火帯の設置（予定）位置 
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6条(2)-別紙 17-2 

「添付書類六 2. 気象（主に平成 25 年までのデータ）」に示すように、年によって多少の違い

はみられるものの、高さ 10m においては北東の風が卓越している。原子炉施設から北東の発火点を

想定した場合にあっても、上記の防火帯又は防火帯相当のエリアにより、火災の原子炉施設への接

近は防止される。また、自衛消防隊（休日夜間では常駐消防班）は、通報から約 20分で消防活動を

開始でき、更なる延焼の拡大防止に資する。 
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6条(2)-別紙 17-別添 1-1 

別添 1 

防火帯の幅 

森林境界における火線強度は約 1062.4kW/mである。防火帯は、Alexander and Fogartyの手法を

用いて求められる最小防火帯幅（火炎の防火帯突破確率が 1％以下）より、防火帯の風上 20m内に

樹木が存在しない場合は 6.7m、防火帯の風上 20m内に樹木が存在する場合は 17.4m となる。 

【火線強度と防火帯幅の関係】 
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6条(2)-別紙 17-別添 2-1 

別添 2 

防火帯の設置イメージ 

原子炉施設の東側の防火帯は、下図に示すように、道路、法面（モルタル塗布）及び土面から構

成する。また、原子炉施設の東側以外の防火帯は、道路、斜面（モルタル塗布等）から構成し、当

該防火帯から 20m 内の樹木を伐採し、管理する。 

これらの防火帯では、原則として、駐車を禁止するとともに可燃物を置かないよう管理し、工事

や物品の搬出入等に伴い、やむをえず防火帯に停車する必要がある場合や一時的に可燃物を置く必

要がある場合についても、長時間の停車や仮置を禁止し、速やかに車両や物品を移動できるよう人

員を配置する等の運用上の措置を講ずる。 
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